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宅立地のコントロールを含む計画、そしてそのための規制と誘導を結合した手法の導入が試みられた。 「公共への危険と有害」を防ぐのみならず 地域にとって好ましくない利用・管理を生じさせないためのコントロール、必要な機能の維持を目的とするコントロールも模索され きている。　
また、そのためにも、規制のあり方の見直しも試みられ きている。市街化区域・市街化調整区域の区域区分の再
評価、従来 「土地の区画形質 変更の規制と建築規制との分割」を乗り越えた規制も一部導入された。　
このような点では、わが国の都市法制の原理 手 に及ぶものが見られ といえよう。しかし、それがなお、未













































































－ 」 （二〇一四・四（は、 「Ⅱ
 主な政策の方向性──２．地域の疲弊、衰退を緩和、反転させる──⑵地域の再生のための
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不作為または給付の義務を負わせることをいう 柳瀬良幹『公用負担［新版］ 』 （有斐閣、一九七一
（
八頁以下・二四頁以下
（。この
うち「労役」の給付（労役負担（にあたるものは、水防法二四条、水害予防組合法五〇条二項、災害対策基本法六五条、河川法二二条二項とされているが、いずれも災害時の非常対策であり、またその強制・間接強制措置は規定されていない。なお「夫役現品」（労役／現品と金銭との選択的給付義務
（
の例として水害予防組合法四九条、土地改良法三六条があるが、これは金銭との選択的給
付が可能であるので、労役自体の強制ではない。柳瀬・同右二四頁以下参照。
（
（00（ 
公有地取得の便宜を与えるという利益供与について上記の地方自治法二三四条・二三七条等など、それぞれ 利益供与につい
て固有の法的枠組みがあることも留意されなければならない。
